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NEDOにおける省エネルギー技術開発のテーマ公募型事業

エネルギー使用合理化技術

戦略的開発（2003～2010）

省エネルギー革新技術

開発事業（2009～2013）

戦略的省エネルギー技術革新プログラム

（2012～2022）
脱炭素社会実現に向けた省エネルギー技術の研究開発・社会

実装促進プログラム（2021～2035）



戦略的省エネルギー技術革新プログラムの概要

制度概要

制度実施期間 2012年度～2022年度

事業種別 助成事業（技術開発費＝ NEDO助成費（税抜） + 実施者負担）

対象技術
「重要技術」を中心とする、「省エネ法」に定められたエネルギー（燃
料、熱、電気）の国内消費量を削減する技術開発

対象事業者
日本国内に研究開発拠点を有している企業、大学等の法人

※大学等の単独提案は不可

省エネルギー
効果量

2030年時点において、日本国内で10万kL/年以上（原油換算）
※基本スキームでは10万kLに満たない場合でも応募可能

「戦略省エネ」とは
現行の「省エネルギー技術戦略」で掲げる「重要技術」
を中心に、2030年に高い省エネルギー効果が見込まれる

技術開発を支援することで、省エネルギー型経済社会の
構築・産業競争力の強化をめざすプログラムです。



省エネルギー技術戦略

省エネルギー技術戦略に掲げる重要技術

重要技術
NEDOと経済産業省が定める「省エネルギー技術戦略」において描かれた
2030年の日本の将来像実現のため、特に開発を推進すべき省エネルギー技術



戦略的省エネルギー技術革新プログラム スキーム概要
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実証データを取得するなど、
事業化を阻害している要因を
克服し、本開発終了後、速や
かに製品化を目指す。

複数の事業者が連携し、業界共通課題等の解決に繋げる技術開発。
本開発終了後3年以内に製品化を目指す。



最近の成果（NEDOニュースリリース）

シート加工実証機

■「世界最速硬化時間や常温保管を実現した炭素繊維強化プリプレグシートを開発」
（ DIC（株）、セーレン（株）、福井工業技術センター）

新型炭素繊維強化プリプレグシート

CFRPの生産性向上を図ることで普及を促進し、自動車
の軽量化による低燃費化や省エネルギー化を目指す

■「世界初、民間プラント実系統に三相同軸型超電導ケーブルシステムを導入する実証試験を完了」
（昭和電線ケーブルシステム株式会社、BASFジャパン株式会社）

本超電導ケーブルシステムへの置き換えにより、従来ケー
ブルで発生する電力損失量を95％削減できるめどが立った

戦略省エネゾーン「S-12」にて展示

28日（金）14時15分～
NEDOブース内セミナーにて紹介

三相同軸型超電導ケーブル 屈曲部敷設状況



戦略的省エネルギー技術革新プログラム成果展示物の紹介

戦略省エネ
13テーマ

・電気電子
・家庭・業務
・エネルギー転換
・産業
・運輸



優良事業者「ＮＥＤＯ省エネルギー技術開発賞」について

戦略的省エネルギー技術革新プログラム」で行った
研究開発のうち、
省エネルギーに寄与する革新的な技術開発で
優れた成果を挙げた事業者を
NEDO省エネルギー技術開発賞 優良事業者賞として表彰

最も優秀な成果を収めた事業を
NEDO省エネルギー技術開発賞 理事長賞として表彰



公募のご紹介
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脱炭素社会実現に向けた
省エネルギー技術の研究開発・社会実装促進プログラムの概要

制度概要

制度実施期間 2021年度～2035年度

事業種別 助成事業（技術開発費＝ NEDO助成費（税抜） + 実施者負担）

対象技術
「重要技術」を中心とする、「省エネ法」に定められたエネルギー（燃料、
熱、電気）の国内消費量を削減する技術開発

対象事業者
日本国内に研究開発拠点を有している企業、大学等の法人

※大学等の単独提案は不可

省エネルギー
効果量

2040年時点において、日本国内で10万kL/年以上（原油換算）
※個別課題推進スキームスキームでは10万kLに満たない場合でも応募可能

「脱炭素省エネ」とは
「省エネルギー技術戦略」(資源エネルギー庁、NEDO）において重点的に取り組むべき分野と

して特定した「重要技術」を中心に、2040年に高い省エネルギー効果が見込まれる技術開発を

支援し、省エネルギー型経済社会の構築及び産業競争力の強化をめざすプログラムです。

2021年度からは後継プログラムとして脱炭素省エネを開始。



脱炭素社会実現に向けた省エネルギー技術の研究開発・社会実装促進プログラム
スキーム概要



脱炭素社会実現に向けた省エネルギー技術の研究開発・社会実装促進プログラム
スキーム概要

※１：消費税抜きの金額をNEDOが助成します。(消費税は事業者負担)

※２：３年～５年事業を実施する場合、当初交付期間終了時に外部有識者による中間評価を実施し、継続可否を判断します。
※３：大企業とは、中小企業及び中堅企業以外の売上1,000億円以上又は従業員1,000人以上の企業のことです。

学術機関等との共同研究を行う場合、当該共同研究費についてはNEDOが100％負担（上限あり）



公募スケジュール（応募から助成金交付決定まで）
※例年の参考スケジュールであり、年度によって変更があります。

⚫ＮＥＤＯウェブサイト、Twitterにて最新の情報を配信しています！



応募のご相談をお待ちしています。
お問い合わせ先：shouene@nedo.go.jp

mailto:shouene@nedo.go.jp

